（様式２）
経営計画書
名　称：　　　　　　 　　　
＜応募者の概要＞
	（フリガナ）
企業名(事業者名)
	

	主たる業種
	
	資本金額
（個人事業者は記載不要）
	万円

	直近の売上高
	円
※１年未満の場合：　か月
	直近の売上総利益
	円


	直近の経常利益
	円

※個人の場合は、所得金額
	常時使用する
従業員数
	人
(うち家族従業員及び役員　 名)

	連絡担当者
	（フリガナ）
氏　　名
	
	役　　職
	

	
	住　　所
	（〒　　－　　）


	
	電話番号
	
	携帯番号
	

	
	FAX番号
	
	E-mail
	


（有田商工会議所・補助金事務局からの書類の送付や必要書類の提出依頼等の電話・メール連絡は、全て「連絡担当者」
補助金の申請内容や実績報告時の提出書類の内容について、責任をもって説明できる方を記載してください。電話番号または携帯電話番号は必ず記入をお願いします。FAX番号・E-mailアドレスも極力記入してください。）
　　　＜注＞①設立から１年未満のため直前決算期間が１年に満たない場合は、直前期の決算額の下に、決算期間（月数）を記
　　　　　　　載してください（例えば個人から法人成りした後、１年に満たない場合も、法人としての決算期間で記載）。
　　　　　　②設立から間がなく、一度も決算期を迎えていない場合は、「売上高」は「０円」と記載するとともに、「決算期間
（月数）」欄も「０か月」と記載してください。
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
※全ての申請者【必須回答】
	過年度に、他の補助金を受けた事業内容であるか否か

	□補助事業
　である
	□補助事業
でない

	今年度、他の補助金の申請をしている事業内容であるか否か

	□補助事業
である
	□補助事業
でない

	

	過年度に、当補助金を受けた事がある

	□ある
	□ない


※全ての申請者【必須回答】（風俗営業法に該当する場合は、申請できません。）
	補助対象事業として取り組むものが、風俗営業法第２条に該当するか否か
	□該当す
　る
	□該当し
ない


(様式２)
経営計画書
	1．企業概要
　


	2．顧客ニーズと市場の動向


	3．自社や自社の提供する商品・サービスの強み


	４．経営方針・目標と今後のプラン
　　



※経営計画書の作成にあたっては商工会議所と相談し、助言・指導を得ながら進めることができます。

